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第7章 届出・勧告制度 

7.1 届出制度 

7.1.1 届出制度の概要 

届出制度は、居住誘導区域外における住宅開発等の動きや都市機能誘導区域外における誘導施

設の整備の動きを把握するための制度です。 

本計画の策定に伴い、都市計画区域内において、都市再生特別措置法に基づく届出が義務付けら

れ、区域外における誘導施設の整備や一定規模以上の開発行為等を行う場合は、町長への届出が必

要となります。 

 

7.1.2 居住誘導区域外における届出の対象となる行為 

居住誘導区域外で一定規模以上の開発行為や建築行為を行おうとする場合、これらの行為に

着手する日の 30日前までに、行為の種類や場所などについて、町長への届出が必要となります。

（法第 88条第１項） 

 

【届出の対象となる行為】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住宅とは、戸建て住宅、共同住宅及び長屋等の用に供する建築物をいい、寄宿舎や老人ホームは含まれません 
いずれの行為の場合も、行為の敷地が居住誘導区域の内外に渡る場合は、届出対象として取扱われます 

 

 

 

  

開発行為 

①３戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

②１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為

で、その規模が 1,000㎡以上のもの 
 

 ①の例 ３戸の開発行為 

 

 

 ②の例 

 1,300㎡で１戸の開発行為 

 

 

 800㎡で２戸の開発行為 

 

 

建築行為 

①３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

②建築物を改築し、又は建築物の用途を変更 

して３戸以上の住宅とする場合 
 

 ①の例 ３戸の建築行為 

 

 

 

 ②の例 １戸の建築行為 

 

 

 

 

 

届出不要 

届出必要 届出必要 

届出必要 

1,300 ㎡ 

800 ㎡ 

届出不要 

着手する日の 30 日前までに町長への届出が必要 
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7.1.3 都市機能誘導区域外における届出の対象となる行為 

都市機能誘導区域外で誘導施設を有する開発行為や建築行為を行おうとする場合、これらの

行為に着手する日の 30日前までに、行為の種類や場所などについて、町長への届出が必要とな

ります。（法第 108条第１項） 

届出があった際、町長は、必要に応じて誘導施設の立地を適正なものとするための勧告や都市

機能誘導区域内の土地の取得についてのあっせん等を行うことができます。（法第 108条第３項、

第４項）。 

 

【届出の対象となる行為】 

 

 

 

 

 

 

※いずれの⾏為の場合も、⾏為の敷地が都市機能誘導区域の内外に渡る場合は、届出対象として取扱われます 

 

【届出が必要となる場合のイメージ：診療所の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.1.4 都市機能誘導区域内での施設の休止または廃止の届出 

都市機能誘導区域に係る誘導施設を休止し、又は廃止しようとする者は、その 30日前までに、

その旨を町長に届け出る必要があります。（法第 108条の２第１項） 

  

開発行為 

○町が定めた誘導施設を有する 

建築物の建築目的の開発行為を

行おうとする場合 

建築行為 

①誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

②建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

③建築物の用途を変更して、誘導施設を有する建築物とす

る場合 

着手する日の 30 日前までに町長への届出が必要 

立地適正化計画の区域 

居住誘導区域 

都市機能誘導区域 

診療所を誘導施設として設定 

届出不要 届出必要 届出必要 

診療所 

診療所 診療所 
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7.2 勧告制度 

町長は、7.1.2 、7.1.3 に関する届出があった場合に、都市機能誘導区域内や居住誘導区域内

において誘導施設や住宅の立地の誘導を図るうえで支障があると認めるときは、立地を適正な

ものとするために必要な勧告や土地の取得についてのあっせん等を行うことがあります。（法第

88条第３項、第４項、第 108条第３項、第４項） 

 

【届出に対する対応事例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省立地適正化計画作成の手引きの勧告基準を基に作成 

・届出をした者に対して、必要な場合には当該区域内における居住の誘導や誘導施

設の立地誘導のための施策に関する情報提供              等 

○居住誘導区域内への居住の誘導や都市機能誘導区域内への誘導施設の立地の

妨げとはならないと判断した場合 

○居住誘導区域内への居住の誘導や都市機能誘導区域内への誘導施設の立地に

対し、何らかの支障が生じると判断した場合 

・開発行為等の規模を縮小するよう調整 

・当該開発区域が含まれる居住誘導区域外の区域のうち、別の区域において行うよ

う調整 

・居住誘導区域や都市機能誘導区域内において行うように調整 

・開発行為等自体を中止するよう調整                  等 

届出 

・開発規模の縮小の勧告 

・居住誘導区域や都市機能誘導区域内への立地の勧告      等 

※必要な場合には、居住誘導区域（都市機能誘導区域）内の土地の取得についてあ

っせん等を行うように努める 

○調整が不調の場合 


